
住宅とまちのあり方の実現に向けた施策の方向性 
 

重点的に取り組むべき施策 

《答申の概要》 諮問「都市型高齢社会・人口減少社会での大阪における新たな住宅まちづくり政策のあり方について」 

都市型高齢社会･人口減少社会に 
おける住宅とまちのあり方 

○住宅・建築物の耐震化等 
○密集市街地の再整備のための抜本的対策 
○災害に強いまちづくり 

○住宅・建築物の環境配慮 
○環境負荷の少ないまちの形成 

○住宅を選択できる環境づくり 
○地域の特性を活かした魅力あるまちの形成 

○多彩な機能（職、学、遊、住）を持つまち 
 の形成 
○歩いて楽しめるまちづくり 

○市場機能を活用した住宅ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄの構築 
○公的賃貸住宅の改革とストックの活用 
○住宅のバリアフリー化 
○福祉のまちづくりの推進 
○身近なまちの活動拠点と安心を支えあう 
 仕組みづくり 

施策構築・推進の展開方針 

公正な市場機能の重視 ストックの重視 政策連携の重視 

 （１）安心して暮らせる 
    住宅とまち 

 （２）安全を支える 
    住宅とまち 

Ⅰ．安心感が得られる 

          住宅とまちの実現 

 （３）環境負荷をかけない 
    住宅とまち 

 （４）個性が活かされる 
    住宅とまち 

Ⅱ．選択が可能で活力ある 

          住宅とまちの実現 

 （５）多様な人々が住み 
   交流することができる 
    住宅とまち 

《目指すべき基本目標》 

《住宅とまちのあり方》 

（１）居住支援の枠組みづくりと住宅流通・管理に 
   関わる行政の関与 

（２）あんしん住まい確保プロジェクト 
   （府営住宅資産の活用） 

（５）住宅ストックの耐震性確保 

（６）環境に配慮した建築物の普及 

（７）ストック再生産業の健全育成 

（８）府民に分かりやすい住宅相談の仕組みづくり 

（３）地域の活力ある多様な主体による活動の支援 

地域活動の重視 

市街地ﾀｲﾌﾟ別の 
取り組むべき施策 

  都市基盤の整備状況、住宅ｽﾄｯｸ 
  の状況、高齢化等の居住者の状況 
  などに着目し、典型的な地域を取り 
  上げ、地域に応じた施策の展開方 
  向を示す 

 
（１）密集市街地 
 ・防火･準防火地域の指定拡大 
 ・2階建て住宅等の不燃化を図る新 
  たな防火規制 
 ・密集事業等の重点的･集中的な実施 

など 

（２）歴史的まちなみ・ 
   町家･長屋地域 
 ・まちなみ保全活動等の促進 
 ・景観計画に「街道軸」を位置づけ 
 ・町家･長屋と路地の関係性など研究 

など 

（３）住工混在市街地 
 ・地区計画等土地利用規制の検討 
 ・共存するためのルールづくりの検討 

など 

（４）大規模団地 
 ・空き家･敷地を有効活用し、利便施 
  設や多様な住宅の誘導 
 ・障がい者グループホーム活用や留学 
  生･研究者･学生の入居促進によるコ 
  ミュニティミックス 

など 

（５）旧地域改善向け 
   公営･改良住宅団地を 
   含む地域 
 ・積極的な民間投資を呼び込むための 
  民間連携の促進 
 ・活動の場を活用した公共･民間の 
  ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟによるまちづくりの促進 

など 

（６）計画的住宅市街地 
   （ニュータウン） 
 ・公的賃貸住宅ｽﾄｯｸを地域･民間に開 
  放し、地域ニーズにあった活用 
 ・文化･学術研究機能や自然環境との 
  交流･連携による多様な人々が交流 
  する魅力あるまちづくり 
 ・ｴﾘｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ組織の設置検討 

など 

・的確な市場状況の把握 

・フロー中心からストック中心の市場へ 

 の関与の仕方の転換        等 

・ストックの機能向上と円滑な更新、 

 適切な維持管理 

・地域資産としての公的賃貸住宅 

・文化･歴史等資産の有効活用 等 

・地域の多様な主体が活躍できる 

 環境づくり 

・地域住民の主体的なまちづくりの 

 育成                 等 

・高齢･子育て等の環境整備のため 

 の福祉･住宅部局の連携 

・政策領域における縦割りの弊害の 

 除去                 等 

・安心して住宅を選択できる情報提供の仕組みづくり 

・家主・借主の不安を解消する仕組みの検討 

・賃貸住宅の流通・管理に関わる規制方策の検討 

・地域活動における先導事例の分析・蓄積と情報発信・普及 

・地域での住み続け・住み替えを支援するための仕組みづくり 

・市場メカニズムが働く制度の仕組みへの転換 

・地域・民間・行政が一体的に取り組む「まち」単位での耐震化 

・最低限の安全性を確保するための施策の検討 

・リフォーム・リノベーション推進体制の構築 

・リフォームアドバイザー登録・派遣制度の創設 

・市町村を中心とした相談体制の整備 

・リフォームアドバイザー登録・派遣制度の創設【再掲】 

・府営住宅ｽﾄｯｸの地域の安心を支える機能への転用 

・建築物の環境配慮制度（ラベリング制度の普及等）の推進 

（４）大阪ｽﾀｲﾙの「高齢者の住まい」ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

・高齢期の心身の状況やニーズに応じた住宅の提供 
・地域活動における先導事例の分析・蓄積と情報発信・普及【再掲】 
・地域での住み続け・住み替えを支援するための仕組みづくり【再掲】 


